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党大統領候補のロナルド・レーガン（Ronald Reagan：1911 ～ 2004）を支持したこと，
などはよく知られている（ただし大統領就任直後の 1981 年 8 月，レーガンはストライキ


































ハム・リンカン（Abraham Lincoln：1809 ～ 65）についての「丸太小屋からホワイトハウ
スへ」という言葉は有名であるし，実業界でも鉄鋼のアンドリュ ・ーカーネギー（Andrew 












南北戦争（1861 ～ 65 年）以降の経済発展に伴う賃金労働者の増大は，その大部分がヨー



















２，AFL（アメリカ労働総同盟 American Federation of Labor）の展開




をとりあげる。労働騎士団は，1869 年にユライア・スティーブンズ（Uriah S. Stephens：
1821 ～ 82）らフィラデルフィアの仕立工グループにより，弾圧を避けるため秘密結社と






















































































































３，CIO（産業別労働組合会議 Congress of Industrial Organizations）の発展





Roosevelt：1858 ～ 1919）やウッドロー・ウィルソン大統領（Thomas Woodrow Wilson：







































年に産業別組合 UMW（全米鉱山労組 United Mine Workers of America）の会長に就任
していたジョン・ルイス（John L. Lewis：1880 ～ 1969）は AFL幹部でもあったため，
AFLの熟練労働者中心の組織化方針・反産業別組合主義と相容れなかった 27）。1935 年，
ルイスらは AFL内部に産業別組織委員会（Committee for Industrial Organization）を結
成し独自の産業別組合活動を展開することになった。翌年，これに反発したAFLは同委員
会に加盟した組合を活動停止処分としたが，ルイスらはこれを無視し，1938 年に AFLと




AFL, CIOが並行して組織化を展開した結果，1955 年には組織率は約 35%にまで上昇して






団体交渉の対象にしたわけではない。1948 ～ 50 年に UAW（全米自動車労組 United Auto 





するものであった」。すなわち，この時に制度化がはかられた AIF（annual improvement 
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